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Healthcare note（公共・公益法人レポート・シリーズ） 
 

野村證券株式会社 法人企画部 〒100-8130 東京都千代田区大手町2-2-2 アーバンネット大手町ビル 

本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響、本資料の内容に関する正確性、妥当性、法務上のコンプライアンス等につきましては、野村證券はその責を一切負いません。
本資料中の記載内容における各種法令・規則等は随時改定されますので、あくまでも参考資料としてお取り扱いください。また、記載内容における法令・規則及び表現等
の欠落・誤謬などにつきましては、野村證券はその責を一切負いません。本資料は、貴社が経営判断を行なうに際して参考となると考えられる情報の提供を目的としたも
のです。経営判断における最終意思決定は貴社自身で行われるものであり、野村證券はこれに対する意見または判断を表明するものではありません。本資料のご利用に際
しては、弁護士、公認会計士等にあらかじめその内容をご確認ください。 

 

 
 

 

 

 

 
 

< 要約 > 

 

厳しさを増す病院経営において、良好な医療提供体制を維持し続けることは、

国の課題ともいえます。 

そのため、国や地方公共団体等は、より良い医療・介護環境の整備を目的と

し、様々な補助金・助成金制度を実施することによって、目指すべき政策や制

度を推進しています。 

特に、厚生労働省関連の助成金は、企業が負担する雇用保険料を財源として

支給されるもので、一定の要件を満たす人事制度の導入や従業員の能力開発等

の援助を検討している場合には、日頃から具体的に要件を確認し、積極的に利

用されることをお勧めします。 

補助金・助成金を活用することで、病院経営の効率性の向上や、雇用環境の

改善への取組みにもなります。 

<ご利用上の注意点> 

補助金・助成金は、年間を通じて申請時期が決まっているものがあり、事前

に事業計画等の認定を要するものも少なくありません。 

本稿においては平成23年 1月現在の要件を掲載しましたが、変更となったり

都道府県により取扱いが異なったりする場合があります。また、挿入図表は、

各自治体の交付要綱等をもとに、独自でまとめたものです。詳細については、

各窓口へお問合せください。 
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